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平成３１年２月 文教企業委員会行政報告資料 

経 営 総 務 部 

 

水道事業の広域連携に係る検討状況について 

 

１ 国の動向 

人口減少に伴う水需要の減少，水道施設の老朽化，深刻化する人材不足等の水

道の直面する課題に対応し，水道の基盤の強化を図るため，「水道法の一部を改

正する法律（平成３０年法律第９２号。以下「改正法」といいます。）」が，第

１９７回国会において可決・成立をし，平成３０年１２月１２日に公布されまし

た。 

改正法により，水道法（昭和３２年法律第１７７号）に，施設や経営の効率

化・基盤強化を図る「広域連携の推進」が盛り込まれています。 

 

２ 広島県及び広島県水道広域連携協議会の動向 

平成２９年度に広島県が策定した「広島県水道広域連携案」を踏まえ，広域連

携の具体的取組について協議・検討をするため，平成３０年４月に，広島県と２

１市町（広島市が給水する府中町及び坂町を除く全市町）で構成する「広島県水

道広域連携協議会」が設置されました。 

これまで，２回の協議会と４回の調整会議を開催し，平成３０年７月豪雨災害

を踏まえて，経済性や効率性だけでなく，危機管理の観点から，広域連携による

施設や維持管理の最適化などの検討を進めています。 

こうした検討を踏まえて，広島県は，平成３１年１月に「水道事業の広域連携

の具体化に向けた検討状況」について，広島県議会に報告しました（別紙）。 

 

３ 本市の対応 

本市においても，人口減少等により水需要は減少する一方で，老朽施設の更新

経費の増加等により，今後の経営環境は厳しくなることが予想されます。 

安全・安心な水道水を今後も安定的に供給するためには，広域連携も含めた手

法の検討は必要であると考えていますので，引き続き広島県水道広域連携協議会

において，広島県及び他の市町と議論を進めていきます。  
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